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山梨大学  正会員  武藤 慎一 
山梨大学  学生員 ○古屋 裕司 
山梨大学  学生員  川島 美樹 

 
１．はじめに 

 わが国の農山村は人口の減少や高齢化が急速に進み

衰退してきている。農山村の衰退は、農山村地域が有

する農作物の供給能力を劣化させると共に農山村が提

供しているとされる公益的価値の減少にもつながる。

公益的価値とは、水源涵養機能や山地災害防止機能な

どがもたらす価値を指しており、その恩恵は農山村部

の住民のみならず、地域を超えて都市部の住民も享受

している。この農山村部が有する公益的価値は、当該

地域の自然資源が適切に保全、管理される事によって

維持されるものと考えられる。しかし近年の農山村部

の衰退によって自然資源の適切な管理が困難となって

おり、そのため公益的価値が減少すると懸念されてい

るのである。 
 そこで本研究では、自然資源の保全・管理にあたり、

農業や林業の役割に着目し、それらを活性化させるこ

とで自然資源の保全と適切な管理が行えるようにし、

公益的価値を増進させるための政策分析を試みる。 

２． 農山村部の現状 

 １）日本の現状 
 農山村部の現状について石田は図‐1のようにまと

めている。まず図‐１の左図は 2000 年時点での郡部に

おける 65 歳以上の割合を示している。ここでの郡部と

は市部（都区部を含む）以外の町村をさす。色が濃く

なるほど高齢化の割合が高い。 一方、右図は 2030 年

での高齢化率の予測値が示されている。40 県で高齢化

率が 30％以上になると予測されている。 

 ２）山梨県の現状 

 山梨県においては、図‐２に示すとおり平成 17 年の

農業就業人口は 40,883 人で、平成 12 年に比べ 14％減

少している。このうち 65 歳以上の農業就業者の割合が

平成 17 年には 60％となり、高齢化の進んでいる事が分

かる。 
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図‐1 農山村の現状 

（出典：石田信隆「農村人口の将来見通しと地域活性

化の課題」）１） 

 

図‐2 山梨県の農業就業人口の動向 

           （出典：農林業センサス）２） 

３）公益的価値について 

 農山村の有する公益的機能には、水源涵養・山地災

害防止・生活環境保全及び保健文化などがある。その

機能がもたらす価値のことを公益的価値という。こう

した公益的価値は金額ベースで計測された例がある。

日本学術会では、全国における公益的価値は 2005 年に

おいて総額で 70.3 兆円と推計されている。これを基に

山梨県での公益的価値を導出した。その方法について、

公益的価値は農山村で活動が営まれ、その結果として

自然資源が保全されることによって維持される。農山

村の活動とは第一次産業（農業及び林業）の経済活動

が中心であり、その活動の規模によって公益的価値が

変化するものとした。すなわち、第一次産業の生産額

によって公益的価値が変わるものと考え、比例的に山

梨県の公益的価値を求めたものが表‐１である。山梨
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県の公益的価値は６億円ほどである。 

 

表‐1  全国及び山梨県の公益的価値 （億円） 

 

３．空間応用一般モデル（SCGE モデル）  

 １）空間応用一般モデル 

 続いて、経済モデルを用いて公益的価値を増進させ

るための政策分析を行う。既に述べたようにここでは

公益的価値は農山村部の第一次産業が活性化し自然資

源の保全や管理が適切になされることによって増進す

ると考える。そこで当該産業の生産性を効率的に向上

させるための政策分析が行える経済モデルを開発した。 

 本モデルは、農山村と都市からなる２地域経済に対

する空間的一般（SCGE）モデルである。SCGE モデルと

は「各地域でのモノやサービスの取引（売買）を、そ

の需要と供給が一致している（均衡している）という

仮定のもとで表現し、各種の政策が財やサービスの取

引を通じて地域経済に与える効果あるいは影響を評価

する手法」である。 

 ２）２地域 SCGE モデルの概要 

 ２地域 SCGEモデルの全体構造は図‐２のとおりであ

る。まず社会は農山村部と都市部の２地域から構成さ

れ、各地域にはそれぞれ、企業、家計が存在する。各

企業は、生産技術制約の下で費用最小化行動をとる。

各家計は効用を一定に保つとの条件下で支出最小化行

動をとる。市場は労働・資本市場と財市場からなる。 

 

図‐2 ２地域経済モデルの全体図 

 

３）企業行動モデル 

 企業の生産行動は、武藤ら３）に基づき、図‐3のよ

うに階層化して定式化する。企業は、まず合成中間財

①と合成生産要素の投入量を決定し、その合成中間財

に対し中間財②の投入量を決定する。ただし、中間財

②の投入には貨物運輸が必要であり、また旅客運輸も

考慮する。旅客運輸に関しては交通時間も考慮する。

生産要素は労働、資本を考慮し、労働と資本は他地域

からの投入も可能としている。 

 以上の行動モデルは、いずれも Barro 型 CES 生産技

術制約下の費用最小化行動により定式化する。その最

適化問題を解く事により、各財および生産要素の需要

関数、そして費用関数および価格関数を求めることが

できる。ただし、具体的な定式化については紙面の都

合上割愛する。武藤ら３）を参照されたい。 

 

図‐3  企業行動ツリー 

 

４）家計行動モデル 

 家計の消費モデルも武藤ら３）と同様、図‐4 のよう

に階層化して定式化する。まず家計は労働、資本を提

供して所得を得る。その際、より高い所得が得られる

よう提供先地域選択を行う。以上により得た所得を基

に、家計は財消費を行う。家計はまず合成消費財と合

成余暇の消費量を決定する。合成消費財には貨物運輸

が必要であるとする。一方余暇消費には旅客運輸が必

要になる。 

 以上の家計の行動モデルは、まず生産要素の地域供

給モデルは Barro 型 CET 関数で特定化した効用水準を

一定とする条件下での収入最大化問題、財消費行動モ

デルは Barro 型 CES 関数で特定化した効用水準を一定

とする支出最小化問題として定式化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-４ 家計行動ツリー 

 日本 2005 山梨 2000 山梨 2005

公益的価値 702638 6234 5829 
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５）公益的価値算出方法 

 公益的価値の算出については、農山村の第一次産業

の生産量に対して比例的に求めるものとした。その理

由は、公益的価値が農山村の第一次産業の活性化によ

り増進すると考え、その生産量の変化により公益的価

値が変化すると考えたためである。具体的には 2005 年

の日本の公益的価値と第一次産業の生産額から原単位

（0.230）を求め、それと、シミュレーション結果によ

る第一次産業の生産額から公益的価値を算出すること

にした。 

４．数値計算結果 

１）設定条件 

 ３で示したモデルにより政策分析を行う。今回は交

通整備と労働政策をとりあげる。交通整備とは、道路

整備などによって整備区間の平均交通所要時間が短縮

される政策であり、それが各産業の輸送コストを低減

させ価格も低下させることにより、生産量が増加して

生産の活性化につながると期待される。特に、農山村

を中心とした道路整備が、農山村部の第一次産業の活

性化につながり、公益的価値を増進させるかを見よう

と考えたものである。労働政策は、特に農山村部の第

一次産業の労働投入の効率性を高める政策を想定して

おり、それが当該産業の生産量の増大を通じて公益的

価値を高めるものと考えている。 

職業訓練とは、農業や林業への就職、転職を支援する

ために就労体験などを行うものであり、徳島県などで

試みなされている。また、規制緩和策とは、現状では

農業や林業に他産業から参入しても様々な規制によっ

て制約されている状況の中で農林業の労働投入規制に

着目してその緩和策を考えたものである。具体的には

労働供給側の政策として職業訓練など、また需要側の

政策として規制緩和を考える。具体的な設定条件は、

交通整備では農山村から都市部と農山村内々の所要時

間をそれぞれ 10％短縮させた。労働供給側の政策は各

地域の農山村部への労働供給の効率性を 5％向上させ、

労働需要側の政策は、農山村部の第一次産業の労働投

入の効率性を 10％向上させることにした。 

２）政策結果 

 交通整備の結果は表‐2、労働供給の結果は表‐3に

それぞれ示した。表‐2、3には、各地域各産業の財価

格変化、家計消費量変化、生産量変化、生産要素価格、

供給量変化、交通 OD 変化及び便益計測結果を示してい

る。便益は等価的偏差（EV）の概念に基づき計測した。

また、便益については図‐5にそれぞれの政策の便益を

グラフとして示した。それより交通整備よりも労働政

策の方が便益は大きいことが分かる。また図‐6には政

策なしと各政策の実行なもの公益的価値をグラフに示

した。交通整備では 20 億円ほど、労働政策では 30 億

円ほどの公益的価値の向上が見られる。また、その内

訳については表‐4に示した。 

 

図‐4 便益 単位：万円 

 

７．まとめ 

 本研究は農山村部の有する公益的価値に着目し、こ

の維持、増進のための政策分析を行ったものである。

２地域の簡便なものであるが SCGE モデルを構築し、そ

れにより交通整備と労働政策について政策分析を行っ

た。まだ、現状では、仮想的な値をいくつか使用して

いる点、政策による費用を考えてない点が課題として

挙げられる。またここで取りあげた政策以外のものに

ついても分析を進める必要がある。 
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表‐2  交通政策のシミュレーション分析結果 

価格
変化率 農村部 都市部 農村部 都市部 農村部 都市部 農村部 都市部

農村部 第一次産業 0.17% 0.91% 0.27% 農村部 0.35% 0.32% 賃金 農村部 -0.03% 0.11% 労働 0.33% 0.60%
第二次産業 0.22% 0.88% 0.24% 中間 0.33% 0.29% 率 都市部 0.37% 0.71% 資本 0.86% 0.86%
第三次産業 0.35% 0.82% 0.18% 投入量 0.29% 0.24% 労働 農村部 -0.24% 0.36% 計 0.67% 0.70%
個人サービス 0.19% 0.90% 0.26% 0.38% 0.34% 供給 都市部 -0.44% 0.07%
旅客運輸 -2.30% 2.18% 1.53% 2.32% 2.27% 利子 農村部 0.91% 0.85% 便益
貨物運輸 -3.61% 2.87% 2.22% 1.65% 1.60% 率 都市部 0.91% 0.85% 農村部 12,641

都市部 第一次産業 0.56% 0.71% 0.08% 都市部 0.16% 0.13% 資本 農村部 0.02% -0.01% 都市部 1,762
第二次産業 0.58% 0.70% 0.07% 中間 0.16% 0.12% 供給 都市部 0.02% -0.01% 合計 14,403
第三次産業 0.67% 0.66% 0.02% 投入量 0.13% 0.08% （単位：百万円）

個人サービス 0.59% 0.69% 0.06% 0.18% 0.14%
旅客運輸 0.57% 0.71% 0.07% 0.17% 0.14%
貨物運輸 0.59% 0.70% 0.06% 0.18% 0.16% 農村部 都市部

計 第一次産業 0.40% 0.20% 生産量 0.38% 0.13% 通勤 農村部 7.01% 6.93%
第二次産業 0.38% 0.19% 0.32% 0.11% 交通 都市部 0.17% 0.00%
第三次産業 0.30% 0.15% 0.32% 0.09% 私事 農村部 6.97% 6.97%
個人サービス 0.39% 0.19% 0.33% 0.16% 交通 都市部 0.03% 0.03%
旅客運輸 1.62% 0.20% 1.67% 0.18% 業務 農村部 6.28% 6.28%
貨物運輸 2.31% 0.19% 2.39% 0.16% 交通 都市部 0.12% 0.14%

生産要素価格, 供給量変化率

交通トリップOD変化率

家計消費変化率 全企業中間投入量, 生産量変化率 家計の労働，資本所得

 
 
表‐3 労働政策のシミュレーション分析結果 

価格
変化率 農村部 都市部 農村部 都市部 農村部 都市部 農村部 都市部

農村部 第一次産業 4.89% 3.00% 0.00% 農村部 0.59% 0.48% 賃金 農村部 0.70% 7.99% 労働 6.29% 4.71%
第二次産業 3.40% 3.73% 0.72% 中間 1.37% 1.20% 率 都市部 -2.65% 4.91% 資本 6.09% 6.09%
第三次産業 2.90% 3.98% 0.96% 投入量 1.74% 1.47% 労働 農村部 2.89% -0.95% 計 6.16% 5.24%
個人サービス 2.77% 4.05% 1.03% 1.88% 1.55% 供給 都市部 4.64% 0.49%
旅客運輸 3.21% 3.83% 0.81% 1.68% 1.42% 利子 農村部 6.39% 6.02% 便益
貨物運輸 2.96% 3.96% 0.93% 1.52% 1.32% 率 都市部 6.39% 6.02% 農村部 25,244

都市部 第一次産業 5.47% 2.71% -0.27% 都市部 0.31% 0.20% 資本 農村部 0.14% -0.04% 都市部 9,703
第二次産業 5.14% 2.87% -0.12% 中間 0.54% 0.36% 供給 都市部 0.14% -0.04% 合計 34,947
第三次産業 5.42% 2.73% -0.25% 投入量 0.52% 0.24% （単位：百万円）

個人サービス 5.27% 2.81% -0.18% 0.66% 0.34%
旅客運輸 5.16% 2.86% -0.13% 0.61% 0.39%
貨物運輸 5.15% 2.87% -0.13% 0.58% 0.45% 農村部 都市部

計 第一次産業 0.60% 0.32% 生産量 0.57% 0.21% 通勤 農村部 5.12% 1.51%
第二次産業 1.36% 0.45% 1.33% 0.34% 交通 都市部 3.80% -0.01%
第三次産業 1.52% 0.35% 2.01% 0.26% 私事 農村部 3.19% 3.19%
個人サービス 1.63% 0.42% 1.41% 0.36% 交通 都市部 0.51% 0.51%
旅客運輸 1.23% 0.47% 1.36% 0.51% 業務 農村部 4.22% 4.22%
貨物運輸 1.35% 0.47% 1.48% 0.52% 交通 都市部 0.24% 0.31%

生産要素価格, 供給量変化率

交通トリップOD変化率

家計消費変化率 全企業中間投入量, 生産量変化率 家計の労働，資本所得

 
 

表‐4  公益的価値の計測結果 単位：億円 

 政策なし 交通整備 労働政策

表面浸食防止 2,344 2,353 2,357

水質浄化 1,214 1,219 1,221

水資源貯留 725 728 729

表層破壊防止 700 703 704

洪水緩和 537 539 540

保健・レクリエーション 187 188 188

二酸化炭素吸収 103 103 103

化石燃料代替エネルギ

ー 

19 19 19

合計 5,829 5,851 5,862

増加分  0.383% 0.569%

図－６  公益的価値 単位：億円 
 

政策なし     交通整備   労働政策




